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I. はじめに 

 昨今の日本では「人口減少」が叫ばれている。人口が減少することによって労働

力不足や税負担にも大きな影響を与えると言われている。それは、私たちの住んで

いる関西も例外ではない。 

そのような中、2015 年での国勢調査で神戸市

の人口が福岡市に抜かされるという調査結果が

出た(図 1)。この調査結果から、神戸市の人口に

興味を持った。単純に人口減少の波に飲まれっ

てしまったのか。福岡市が急激に伸びただけな

のか。このような疑問を持ちながら神戸市の人

口を調べていくうちに福岡市が伸びているだけ

でなく神戸市の人口も減っていることが分かっ

た。このことから、なぜ神戸市の人口は減ってし

まったのかという疑問や減ることが本当に問題

なのかという疑問も生じた。そこで私たちは人口が減少した要因が分からなけれ

ば人口の数を増やすことも減らすこともできないと考え、神戸市の人口減少の要

因を探ることを目的として研究を進めることにした。  

 本論文は以下のように構成される。初めに神戸市の人口に関して現状分析を述

べたのち、この研究の研究目的を述べる。そして分析結果を述べ、最後に考えられ

る要因を決定する。 

II. 現状分析 

 神戸市の人口を知るために人口数をはじめとする現状分析を行った。神戸市の

人口は 2010 年まで増加傾向を示していたものの、2011 年からは減少傾向に入っ

ていることが分かる(図 2)。はじめにでも述べたように私たちはこの人口が減少し

ているという事実に問題意識を持ち、人口が減った要因を特定するということを

目的に研究を進めていく。 

 さらに人口についての現状分析をしていくと人口の増減には 2 種類存在するこ

とが分かった。自然動態と社会動態である。自然動態は出生数－死亡数、社会動態

は転入数－転出数で表される。自然動態での死亡数をコントロールすることは現

実的ではないので私たちは社会動態の転出数に注目することにした。私たちが転

出数に注目した細かな理由は 2 つある。1 つは転出数に注目し要因を特定するこ

とによって転入数にも影響してくるのではないかということである (もう 1 つの理

由は後述する)。 

(図 1) 政令市の人口 

資料)内閣府｢2015 年国勢調査｣ 

1 横浜 372万6167人

2 大阪 ※269万8024人

3 名古屋 229万6014人

4 札幌 195万3784人

5 福岡 153万8510人

6 神戸 153万7860人

※大阪市は15年9月の推計人口

(2015年国勢調査速報)



林ゼミ 30 期 研究論文  2017/1/27 

 

3 

 

 

資料)「住民基本台帳」を基に作成  

 転出数に注目し分析を進めると 2014 年の神戸市の転出数は 77060 人というこ

とが分かった。さらに、どの年代が転出してしまっているのかを分析すると 30 代

以下で約 75％を占めていることが分かった (図 3)。もちろん 20 代の転出理由と

して就職は大きな要因となるが、30 代や 20 代の転出要因に他の要因があるので

はと考え、20 代 30 代に転出要因分析のターゲットを絞り研究を進めた。20 代 30

代と言えばいわゆる「子育て世代」である。ここで転出数に注目した 2 つ目の理

由が出てくる。転出要因を特定し、20 代 30 代の転入に活かすことができれば自然

動態の出生数にも良い影響を与えるのではないかと考えたからである。  

(図 3) 2014 年神戸市年代別転出割合  

 

資料)総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成 

 以上の現状分析から 20 代 30 代がどのような理由で神戸市を離れてしまってい

るのかを分析することとなった。  

(図 2) 神戸市人口推移 
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III. 区別の要因 

 神戸市は 9 つの区に別れており、区によって特色も様々である。このことから

市に直接要因があるのではなく区ごとに転出要因が違っているのではないかと考

え、回帰分析によって区別の要因を探ることにした。考えられる要因、つまり説

明変数を決定するために 2014 年に国土交通省が全国の 20 代 30 代に行ったアン

ケート結果を使用した(図 4)。アンケート結果からアクセスや買い物医療サービ

ス、子育て環境を重視していることがわかった。私たちはアンケートで得た考え

られる要因に家賃を加え、アクセスや医療機関の充実度という利便性、家賃とい

うコスト、治安や教育環境といった居住環境の大きく 3 つに分類して説明変数を

決定した。 

(図 4) ｢生活しやすい立地条件｣の内訳  

 

資料) 国土交通省「居住地域に関する意識調査」より抜粋  

 回帰分析をまとめると対象を神戸市に存在する 9 区とし、期間を 2002 年～

2014 年の 13 年間、被説明変数を区別の転出数、説明変数を地価・診療所数・刑

法認知件数・保育所数の 4 つとした。さらに要因の変化が起きてから転出するま

での期間を考慮し、被説明変数と説明変数の間に 1 年間のラグを設けた。 

ここで、先述した考えられる要因と説明変数の関係を述べておく。アクセスと

いう概念を回帰分析にかけるとき適当な説明変数が無かったため地価という代理

変数を置いた。これはアクセスの良い土地ほど地価が高くなるのではないかと考

えたためである。また、治安も刑法認知件数で必ず測れるものではないものの 1

つの指標として刑法認知件数を使用した。家賃もアクセス同様、地価を説明変数

に取っている。しかし、アクセスと逆で家賃が上昇すれば転出数が増えるという

考えからアクセスとは傾きが逆に出ると予想した。つまり、地価の傾きがプラス
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に出れば家賃を、マイナスに出ればアクセスを区民が選好するということにな

る。なお、説明変数の診療所数、刑法認知件数保育所数はいずれも 1km2 当たり

での件数とした。以上の説明をまとめたものが(表 1)である。 

(表 1) 回帰分析方法まとめ 

 

そして、これらを回帰分析にかけて得られた結果が次の(表 2)～(表 5)である。 

 

(表 2) 回帰分析の結果(地価) (表 3) 回帰分析の結果(診療所数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表 4) 回帰分析の結果(刑法認知件数) (表 5) 回帰分析の結果(保育所数) 
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結果の表の黄色の部分は t 値が有意に出たものである。ただし(表 3)診療所数

の長田区は結果の信頼度を示す補正 R2 の値が著しく低いため除外した。そして

有意に出た数値のうち私たちの予想通りにでたものが以下の表(表 6)である。 

(表 6) 回帰分析結果まとめ 

 

 (表 6)で丸の付いている部分が今回の回帰分析によって区の転出要因であると

決定づけられた。しかし、中央区と兵庫区は t 値が有意に出なかったものや、私

たちの予想に反した結果が出たものがあったため、別の要因があると思われる。  

 このように回帰分析によって区内の転出要因は判明した。しかし、神戸市の人

口が減っている以上は転出先都市への転出要因も調べる必要がある。そこで、神

戸市の人口がどこへ転出しているのかを分析し、その都市を対象とした相対的要

因を探ることにした。 

 

IV. 都市間の要因 

(図 5) 神戸市 9 区の転出先 
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国勢調査の行われた 2015 年の区の転出先都市を調べると赤い線を中心に左側

の 3 区が明石市に、右側の 6 区が西宮市に転出していることが分かった 1(図

10)。この事実から、私たちは明石市と西宮市が転入のインセンティブをもたら

す政策を行っているのではないかと考えた。すると、明石市への転入のインセン

ティブもたらす政策には医療費助成制度の改革があった(図 6)。 

(図 6) 明石市の医療費助成制度 

 

この政策は中学生以下の医療費を所得制限なしで全額負担するというものであ

る。神戸市と比べ手厚い保証がされていることが(図 6)から分かる。さらに、平

成 23 年に発表、平成 25 年に施行さ

れたこの制度の影響からか明石市の人

口が減少から一転、増加傾向にあると

いう事実もある(図 7)。また、明石市

の人口が増加に転じた平成 25 年には

明石市の転入数の内、22.5％が西区

(12.1％) 垂水区(7.6％)須磨区(2.8％)1

から転入している。区別の要因でも転

出要因とされた医療の充実度が大きく

影響していると考えられる。 

一方で、西宮市の政策には明石市のように大きく差の付いた政策は見当たらな

かった。ではなぜ西宮市に転出してしまうのだろうか。私たちはこう予測した。

昔は(図 5)で挙げた 6 区民の選好が利便性を家賃が上回っていたが、阪急西宮ガ

ーデンズや教育機関の充実によって利便性が家賃を上回ったのではないだろう

か。もちろんこれは私たちの予想に過ぎず、裏付け、検証を行う必要がある。  

                                                   
1 総務省「住民基本台帳 2015」より 

(図 7) 明石市の人口推移 

資料 )明石市

ホームページ

より抜粋 

資料) 明石市ホームページより作成 
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V. まとめ 

本研究で考察した区別の転出要因や都市間との相対的要因を基にした改善策や

政策がそのまま転入の政策に繋がると考えている。また、考えられる要因として

挙げられた、アクセスや家賃をはじめとする外的要因を上回る付加価値を付ける

ことが今後の神戸市には要求されていくだろう。また、政策提言を行う際には、

神戸市全体で括るのではなく、区単位でのきめ細やかな政策が必要となってくる

と考えられる。以下の表が本研究の結果をまとめた表である(表 7)。 

(表 7) 本研究結果のまとめ

 

VI. おわりに 

本稿は、神戸市の人口がなぜ減ってしまったのかということに焦点を当て、回帰

分析を用いて要因の特定を試みた。住民の居住地選択のアンケートを基に考えら

れる要因と転出数を回帰分析にかけ、また転出先都市との相対的要因を比較する

ことで神戸市・区からの転出要因を明らかにした。しかしながら、西宮市への転出

要因に関しては想像の域を越えず、更なる裏付け、検証のための研究が必要となっ

てくるだろう。区別の要因に関しても転出する要因はアンケート結果に基づいて

いるものの、他にも十二分に考えられるので様々な説明変数で回帰分析し直すこ

とも研究の可能性として幅が広がるのではないだろうか。 

また、本研究を神戸市都市問題研究所へ持ち込み、研究員の方と神戸市の人口に

関する意見交換会も行った。意見交換会では私たちの研究成果を概ね理解してい

ただけたと同時に神戸市としても西宮市への転出要因を決定しかねているという

意見も頂戴した。本研究で挙げた要因をさらに深めていくことで神戸市の人口減

少の食い止め、さらには増加にも繋がっていくのではないだろうか   
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